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交通渋滞緩和に向けた取り組みとして，ユーザの内発的動機づけに着目した行動変容の研究があるが，

特定のユーザ属性でしか効果が確認できておらず，意思決定メカニズムの検討が不十分であるという課題

がある．本研究では，2020 年 1 月から 3 月に実施された東名高速道路リニューアル工事を対象に，防災行

動に関する意思決定メカニズムである防護動機理論に基づいて作成した情報が，ユーザの迂回行動に与え

る影響について，アンケート実験および配信実験にて検証を行った．その結果，アンケート実験では，工

事区間の利用意向があるユーザ（朝向けの情報：335人，夜向けの情報：322人）において，防護動機理論

に基づいた情報は通常の情報に比べ迂回意向が高まることを確認（p<0.05）し，自身で運転する人などの

属性でも同様の傾向があることを確認した． 
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1. はじめに 
 
日本の渋滞による経済損失は 1.2 兆円と試算されおり，

社会課題となっている 1)．一方で，高速道路の老朽化に

ともない，大規模更新および大規模修繕 2)（以下「リニ

ューアル工事」）が全国で実施されているが，長期間に

渡って車線規制を実施するリニューアル工事期間中は，

通常の交通量でも交通渋滞が発生する可能性がある．こ

の問題に対して，高速道路事業者は，テレビCMなどを

通じた工事情報の提供によりユーザの自発的な迂回行動

を促しているが，渋滞解消までには至っていない． 
これまでに，金銭的な報酬の付与や料金調整といった

外発的動機づけに着目して迂回行動を促進する行動変容

の研究が行われている 3) 4)．しかし，金銭的な報酬は繰

り返して実施すると効果が低減してしまうことや利用者

の負担増となる料金調整は社会的に受け入れづらいとい

う課題がある 5) 6)．また，内発的な動機づけに着目した

研究では，特定の属性およびシナリオでの効果しか確認

できていないことや意思決定メカニズムの検討が不十分

という課題がある 7)  8)  9)． 
本研究では，迂回行動における意思決定メカニズムに

着目し，災害研究の領域における防災行動を対象に検討

された防護動機理論を交通領域における迂回行動に適用

することで，迂回意向および迂回行動が促進されること

をアンケート実験および配信実験にて検証する． 
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2. 先行研究 
 
本章では，動機づけに着目した取り組みについて示し，

次に防護動機理論と本研究の仮説および研究課題につい

て述べる． 
 
(1) 動機づけに着目した取り組み 

行動変容とは，人間の行動原理に基づいた働きかけに

よって，その人の行動を変容させようとする取り組みで

ある．行動変容の研究は，ヘルスケア領域を中心に発展
10)してきたが，交通領域での研究 8)  9)も報告されている．

また，行動変容を実現させるためのフレームワークが

Fogg11)によって提案されており，行動変容を阻害する要

因として，動機の欠如，能力の欠如，行動を行うための

きっかけの欠如があげられている．迂回行動の促進に当

てはめると，運転者には経路を変えることで迂回行動を

行う能力があること，高速道路事業者から渋滞情報が広

く周知されていることを考慮すると，迂回行動を阻害す

る要因は，動機の欠如であると考えられる． 
ユーザへの動機づけに関して，心理学の領域ではさま

ざまな動機づけの理論が展開されているが，大きく分け

て「外発的動機づけ」と「内発的動機づけ」に分類でき

る 12)．外発的動機づけとは，報酬や評価，賞罰，強制な

どの人為的な刺激による動機づけである．例えば，親子

において「宿題が終わったらおもちゃを買ってあげる」

という約束があった場合，おもちゃという報酬を得るた

めに子供が宿題をすることは，外発的動機づけにあたる．

一方で，内発的動機づけは，自発的な興味・関心や意欲

による動機づけである．例えば，友人と交流することや

趣味に没頭することは，その行動自体が楽しいという自

発的な意欲によって動機づけされた行動である． 
交通領域における外発的動機づけに着目した研究とし

てEranら 3)や福田 4)がある．Eranら 3)は，金銭的報酬を付

与することで自発的なピークシフト行動や迂回行動が促

進されることを確認している．また，高速道路の料金調

整によって交通量をコントロールする取り組みがさまざ

まな国で行われており 13)，福田 4)は，2016 年に実施され

た首都圏の高速道路ネットワークの料金改定により，都

心を通過する交通量の一部が首都圏中央連絡自動車道

（圏央道）へシフトしたことを確認している． 
しかし，外発的動機づけに着目した研究には課題があ

る．Brickman ら 5)は，報酬による行動の促進は，報酬に

対する耐性がつき，これまでと同等の効果を求めようと

すると，より大きな報酬が必要になることを指摘してい

る．また Gu ら 6)は，料金調整による交通量のコントロ

ールは，道路利用者にとって負担増になることから，社

会的に受け入れづらい側面があることを指摘している． 
一方で，内発的な動機づけに着目した研究も行われて

いる．岡田ら 7)は，ゲーミフィケーションの要素を取り

入れたアプリを用いることで，ユーザの自発的なピーク

シフト行動が促進されることを確認している．また，栗

木ら 8)は，リニューアル工事で発生する渋滞を対象とし

て，工事情報の出し分けを行い，迂回促進効果の比較を

行っている．その結果，自分で運転しない人では，通常

の工事情報を提示するよりもシミュレーション効果を加

えた工事情報を提示するほうが迂回意向が高まることを

確認している．Xuら 9)は，日本のお盆期間に発生する渋

滞を対象として，通常の渋滞情報と感情的プライミング

を用いて作成した 2種の情報（ドライバーが疲れている

写真，子供が泣いている写真）を比較している．その結

果，対象道路を利用する際に子供が同行していた人では，

通常の渋滞情報よりも子供が泣いている写真を加えた情

報のほうが迂回意向が高まることを確認している． 
内発的な動機づけに着目した研究では，2 つの課題が

ある．１つ目は，特定の属性およびシナリオでしか行動

変容の効果を確認できてないことである．2 つ目は，心

理的な介入手法が迂回意向を向上させるメカニズムの検

討が不十分であることである．先行研究で検討された渋

滞や道路状況以外の環境で先行研究と同様の心理的な介

入手法を実施しても，同様の効果が得られない可能性が

ある 14)．心理的な介入による対象者の渋滞に対する認知

の変化が迂回行動に関する意思決定に与える影響のメカ

ニズムを解明することができれば，そのメカニズムに従

ってユーザに働きかけることで，特定のユーザ属性やシ

ナリオによることなく，迂回行動の促進につなげること

ができる可能性がある． 
 
(2) 防護動機理論と本研究の仮説および研究課題 

迂回行動に関する意思決定に対してユーザの認知の変

化が与える影響のメカニズムを検討した研究事例はない．

そこで，本研究では，迂回行動に類似した行動として，

防災行動に着目した．渋滞という脅威を回避するための

迂回行動と災害という脅威を回避するための防災行動は，

ユーザにもたらされる脅威に違いはあるが，行動の意思

決定に対してユーザの認知が与える影響のメカニズム

（以下「意思決定メカニズム」）が類似している可能性

があるからである． 
防災行動に関する意思決定メカニズムとして，緊急時

の意思決定プロセス・モデル 15)やPerson-relative-to-Event理
論 16)などが検討されているが，その中の一つとして防護

動機理論 17)がある．防護動機理論では，防護動機と呼ば

れる脅威に対する回避行動の意向は，脅威評価と対処評

価によって決定されるとしている．脅威評価は，適切な

回避行動を行わないことによる内定・外的報酬の認知，

脅威に対する深刻さおよび脆弱性の認知によって構成さ

れる．対処評価は，回避行動を行うことによる反応効果
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性の認知，回避行動を行うことに対する自己効力および

反応コストの認知によって構成される．各要因を向上ま

たは低下させることによって，脅威評価または対処評価

が高まり，防護動機の向上につなげることが可能である． 
防護動機理論は，防災行動以外にも適用されており，

島田ら 18)は，防犯行動において，提示内容の違いによっ

て脅威評価が変わり，防犯行動の実施率が変わることを

確認している．また，戸塚ら 19)は，環境ホルモンへの対

策行動において，防護動機理論の要因のうち，コスト認

知以外の要因が環境ホルモンの対策行動の意図に影響を

与えていることを確認している．他領域でも検討が行わ

れている防護動機理論は，迂回行動に関する意思決定メ

カニズムとして用いることができる可能性がある．そこ

で，本研究では，以下に示す 2つの仮説を設定する． 
 
仮説1 

脅威評価を高める情報は，通常の情報よりも迂回

意向および迂回行動を促進する 

仮説2 

脅威評価および対処評価を高める情報は，通常の

情報よりも迂回意向および迂回行動を促進する 

 
また，ユーザ属性の違いによって脅威評価，対処評価

の重視する度合いが異なる可能性がある．目標行動に対

する焦点に関して検討された制御焦点理論 20) 21)では，目

標の行動に対する焦点には予防焦点と促進焦点があると

している．具体的には，予防焦点が高い人はネガティブ

な結果に着目し，促進焦点が高い人はポジティブな結果

に着目する．防護動機理論においては，予防焦点の高い

人はネガティブな情報である脅威評価を重視する一方で，

促進焦点の高い人はポジティブな情報である対処評価を

重視して意思決定を行う可能性がある．そこで本研究で

は，仮説 1, 2に加え，以下の 2つの仮説を設定する． 
 

仮説3 
脅威評価を高める情報は，予防焦点の高い人の迂

回意向および迂回行動を促進する 

仮説4 
脅威評価および対処評価を高める情報は，促進焦

点の高い人の迂回意向および迂回行動を促進する 
 

さらに，栗木ら 8)やXuら 9)の効果検証において特性の

ユーザ属性でしか迂回意向の向上が確認されていないこ

とを踏まえ，脅威評価を高める情報または脅威評価およ

び対処評価を高める情報が複数の属性において迂回意向

および迂回行動を促進するかを研究課題として設定する． 

 

 

3. 実験方法 
 
本研究で実施した実験の手順を示す．なお，KDDI 総

合研究所が規定する研究倫理審査の承認を得て実施した． 
 
(1) 実験設計 

本研究の実験フローを図 1に示す．まず，提示情報の

作成では，防護動機理論に基づき，ユーザに自発的な迂

回行動を促す情報（以下「提示情報」）を作成する．次

に，アンケート実験および配信実験を行う．アンケート

実験では，提示情報をユーザに提示して迂回意向を確認

する介入アンケートと実際に迂回行動が実行されたかを

確認する事後アンケートを実施する．配信実験では，ス

マーフォンのポータルアプリおよび Web サイトを通じ

てユーザに提示情報を配信し，ユーザーの位置情報を用

いて迂回行動分析を実施する．なお，上記の 2つの実験

は対象者が重複する可能性があるが，重複した対象者を

特定することができないため，２つの実験を組み合わせ

た分析は実施しない． 
本実験で対象とした工事は，2020年1月14日から3月

18日の期間に東名高速道路名古屋 ICから春日井 IC間で

実施された東名高速道路リニューアル工事である．工事

の対象区間は，名古屋市東部に位置しており，迂回経路

は東海環状自動車道や名古屋第二環状自動車道などであ

る．対象区間と迂回経路を図 2に示す．また対象区間で

は，上りは朝（6〜10時），下りは夜（17時〜19時）の

時間帯に渋滞が発生することが予想されている．なお，

春日井 ICから名古屋 IC方面への移動が「上り」，名古

屋 ICへから春日井 IC方面への移動が「下り」である． 
 

 
図1 実験フロー 

 

 
図2 対象工事の区間と迂回経路 
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(2) 提示情報の作成 
提示情報として，スマートフォン向けの Web ページ

を作成する．提示情報は，通常の工事情報，脅威評価を

高める情報，脅威評価および対処評価を高める情報の 3
種類（パターン 1 ，2，3）であり，さらに各情報は渋滞

が予想されている朝と夜向けの 2種類の情報に分かれる

ため，計 6種類の情報となる．図 3, 4にポータルアプリ

および Web サイトを通じた配信時に表示されるバナー

画像，図5に提示情報として作成した6種類のWebペー

ジの一部を示す．なお，配信実験期間の前半と後半で異

なるバナー画像を利用した． 
図 5 に示すパターン 1 は，通常の工事情報であり，

朝・夜共通の情報に朝向けの情報，夜向けの情報を加え

た 2種類の情報を作成する． 
パターン 2は，脅威評価を高める情報である．具体的

には，パターン 1の朝・夜共通の情報に対して，朝向け

の情報では，ドライバーが焦っているイラストを加える

ことで，渋滞より身近な「遅刻」を訴求し，脆弱性の認

知の向上につながるように設計する．また，夜向けの情

報では，夕方に渋滞している写真を追加することで，一

日の疲労の中での渋滞を想起させ，深刻さの認知の向上

につながるように設計する．なお，脅威評価の要因のう

ち，内的・外的報酬の認知は迂回行動の促進の観点でコ

ンテンツ情報の作成が困難であったため，本研究では対

象外とした． 
パターン 3は，脅威評価および対処評価を高める情報

である．具体的には，パターン 1の朝・夜共通の情報に

対して，朝向けの情報では，ドライバーが焦っているイ

ラストと迂回時の短縮時間の事例を加える．パターン 2
の脆弱性の認知の向上に加え，迂回による反応効果性の

認知の向上につながるように設計する．また，夜向けの

情報では，夕方に渋滞に渋滞している写真と迂回経路が

空いている写真を加える．パターン 2の深刻さの認知の

向上に加え，運転のしやすい道路を想起させ，反応コス

トの認知の低下につなげるように設計する．なお，パタ

ーン 2と同様に，迂回行動の促進の観点でコンテンツ情

報の作成が困難であった自己効力の認知は，本研究では

対象外とした． 
 

 
図3 バナー画像（2/15〜2/27） 

 

 
図4 バナー画像（2/28〜3/15） 

 
(3) アンケート実験 
本節では，アンケート実験について，介入アンケート，

事後アンケートの調査方法を述べる． 

a) 介入アンケート 
クロス・マーケティング社の提供するアンケートサー

ビスを活用し，2020年 2月 7日から 2 月 12 日にかけて介

入アンケートを実施する.表1は，アンケート対象者の抽

出条件であり，対象者は，ランダムに 4群 (G1, 2 ,3 ,4)  に
分割される．なお，G1 は情報提示をしない群，G2, 3, 4

パターン1 パターン2 パターン3
朝向けの情報 夜向けの情報 朝向けの情報 夜向けの情報朝向けの情報 夜向けの情報朝・夜共通

図5 提示情報（一部抜粋） 
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は提示情報パターン 1, 2, 3 をそれぞれ提示する群である． 
 

表1 アンケート対象者の抽出条件 

 

 
介入アンケートでは，アンケート対象者への介入とし

て情報提示を行い，介入前後の意向の変化の確認および

制御焦点理論に関する心理検査を実施する．介入アンケ

ートは，主にA1~5までの5ステップで構成される．表2
にて各ステップの内容を示す．まず，A1 でユーザ属性

を聴取をした後，A2 で対象区間を含む周辺区間を移動

する際の想定利用経路を 4 択の選択肢（東名高速道路

（名古屋 IC〜春日井 IC 含む），その他高速道路，一般

道，自分で経路を決めない）を用いて聴取する．次に，

A3でG2, 3, 4に対して情報提示を実施し，A4にて介入直

後の想定利用経路を A2 と同じ設問・選択肢を用いて聴

取する．最後に，A5 で目標行動に対する焦点を確認す

るために制御焦点理論に関する尺度を用いて心理検査を

実施する．このとき，促進焦点および予防焦点を測定す

る尺度として，田渕ら 22)が作成した促進焦点 4項目，予

防焦点 6項目の合計 10項目（7件法）を用いる． 
 

表2   介入アンケートにおける実施ステップ 

 

 
本研究では，A3 による介入直後の効果を検証するた

めの評価指標として，次式により「迂回意向 (R1) 」を定

義する． 

𝑅1 =
迂回意向者数

対象区間の利用意向者数
 

ここで，対象区間の利用意向者数とは，A2 にて東名高

速道路（名古屋 IC〜春日井 IC 含む）を選択した対象区

間の利用意向者の人数である．また，迂回意向者数とは，

対象区間の利用意向者のうち，A4 にてその他高速道路

または一般道を選択した人数である．  
また対象区間の利用意向者を対象とし，促進焦点と予

防焦点それぞれの採点結果が，平均値 + 1SD以上の回答

者を高群，平均値 - 1SD 以下の回答者を低群，高群また

は低群以外の回答者を中群と分類する． 
b) 事後アンケート 
 介入アンケートの回答者に対して，2020 年 3 月 27 日

から 4月 6日にかけて事後アンケートを実施する．事後

アンケートでは，A3 の介入による行動の変化を確認す

る。事後アンケートは、主に B1, 2 の 2 ステップで構成

され、表3にて各ステップの内容を示す．まず，B1で対

象区間の工事期間中に周辺区間を利用したかどうかを 4
択の選択肢（選択肢：1 回利用した，複数回利用した，

利用しなかった，覚えていない／わからない）を用いて

聴取する．次に，B2 では，B1 にて一回利用したまたは

複数回利用したを選択した回答者に対して周辺区間を利

用した際の利用道路を 4択の選択肢（東名高速道路（名

古屋 IC〜春日井 IC 含む），その他高速道路，一般道，

覚えていない／わからない）で確認する． 
 

表3   事後アンケートにおける実施ステップ 

 
 

介入アンケートで実施した A3 について一定期間経過

後の介入効果を検証するための評価指標として「迂回率 
(R2) 」を次式により算出する． 

𝑅2 =
迂回実施者数

一宮 ICから豊田 JCT間利用者数
 

ここで，一宮 IC から豊田 JCT 間利用者数は，介入アン

ケートの対象区間の利用意向者かつ B1 にて 1 回利用し

たまたは複数回利用したを選択した一宮ICから豊田JCT
間利用者の人数である．また，迂回実施者数とは，一宮

IC から豊田 JCT 間利用者のうち，B2 でその他高速道路

または一般道を選択した人数である． 
  
(4) 配信実験 
本節では，提示情報の配信と迂回行動分析の方法を述

べる． 

a) 提示情報の配信 
3種類の提示情報をポータルアプリおよびWebサイト

を通して配信を行う．配信対象者は，基地局情報に基づ

く位置情報履歴（CDRs : Call Detail Record）の利用同意を
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得ている au スマートフォン利用者かつ愛知県，静岡県，

岐阜県，滋賀県居住者であり，配信対象者をランダムに

4群 (H1, 2, 3, 4) に分割する．なお，H1 は提示情報を配信

をしない群，H2 ,3 ,4 は提示情報パターン 1, 2, 3（図 5）を

それぞれ配信する群である．配信期間は，2020年2月15
日から 3月 15日の期間中に設定した計 19日間とし，配

信時間は 0:00から 23:59までの 24時間である．配信期間

中は，H2, 3, 4のユーザに対して，ポータルアプリおよび

Webサイトで図 3, 4に示すバナー画像が表示され，バナ

ー画像をクリックすることで提示情報に画面が遷移する．

図 7は，画面遷移の流れを示したものである． 
 

 

図7 画面遷移の流れ 

 
b) 迂回行動分析 

 提示情報の配信による介入効果を評価するために，

H2, 3, 4 のユーザかつポータルアプリまたは Web サイト

で提示情報を閲覧したユーザに加え，比較対象として配

信を未実施の H1 の全ユーザを分析対象者として，迂回

行動分析を実施する．  
表 4に分析対象者の抽出条件を示す．ここで，対象区

間の工事が開始する 2020年 1月 14日から提示情報の配

信が開始する 2 月 15 日までに既に迂回行動を実行して

いたユーザは対象外とする．本研究における迂回行動分

析では，先行研究 8) 9) と同様にCDRsを用いて分析対象者

の迂回有無を確認する．CDRs は，スマートフォンが通

信を行なった際に接続した基地局の位置を示しており，

ユーザの移動や通信行動を契機にログが生成されるため，

不規則な周期で記録される．また CDRs の利用にあたっ

ては，ID の匿名化処理を行い，個人を特定することが

できない形式で迂回有無の人数を集計し，統計データと

して比較する． 
提示情報の配信による介入効果を検証するための評価

指標として「迂回実施率（R3）」を次式により算出す

る． 

𝑅3 =
迂回数

分析対象者数
 

ここで，迂回数は，分析対象者のうち，一宮 IC から豊

田 JCT間で対象区間以外の道路を利用した人数である．

なお，一宮 IC 周辺と豊田 JCT 周辺のログの出力時間を

比較し，一宮 IC のほうが出力時間が早い場合を「上

り」，出力時間が遅い場合を「下り」として判定する． 
 

表4 分析対象者の抽出条件 

 

 
4. 実験結果 
 
本章では，アンケート実験，配信実験の実験結果につい

て述べる． 
 

(1) アンケート実験 

本節では，アンケート実験で実施した介入アンケート

と事後アンケートの実験結果について述べる． 
a) 介入アンケート 

介入アンケートは，アンケート対象者 4,000 名に対し

て実施し，対象区間の利用意向者は，朝向け情報では

335 名，夜向けの情報では 322 名であった．なお，仮説

および研究課題の検証に際して，各群の R1 でカイ二乗

検定を行い，有意水準 5%で有意差があった場合は，各

群のR1を対象にライアン法による多重比較を行った． 
まず，脅威評価の向上による迂回促進（仮説 1），脅

威評価および対処評価の向上による迂回促進（仮説 2）
の検証のため，各群の R1 を比較する．表 5 は，対象区

間の利用意向者における各群の R1 の比較結果を示す．

朝向けの情報では有意水準 5%で差があり，多重比較の

結果，G4 は G2 より高いことを有意水準 5%で確認した． 
次に，脅威評価の向上における予防焦点の影響（仮説

3 ），対処評価の向上における促進焦点の影響（仮説 4）
の検証のため，予防焦点もしくは促進焦点の高群に限定

して，各群の R1 を比較する．表 6, 7 は，対象区間の利

用意向者の予防焦点と促進焦点それぞれの回答者分布で

あり，各群に大きな差は確認できない．表 8, 9は，予防

焦点と促進焦点それぞれの高群において，各群の R1 を

比較したものである．どちらにおいても有意水準 5%で

有意差を確認できなかった．  
最後に，ユーザ属性による影響（研究課題）の検討の

ために，介入アンケートで取得したユーザ属性ごとに各

東名を利用する人は要チェック！

工事渋滞の場所は・・

東名を利用する人は要チェック！工事渋滞の

場所は・・

パターン①

パターン②

パターン③

バナーをクリックすると
割り当てられた提示情報が表示

Webサイト（例）ポータルアプリ 提示情報
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群のR1を比較する．表 10は，介入アンケートで取得し

た属性と，朝向けの情報と夜向けの情報それぞれで各属

性の各群の R1 を比較して有意差を確認できた属性であ

る．朝向けの情報において，有意水準 5%で有意差が確

認できた未婚・既婚（未婚），自身の運転有無（自身の

運転あり），利用経験（利用経験あり）では，G4 は G2
より高いことを確認した．表 11, 12 は朝向けの情報での

年代（60 代以上）および子供有無（子供なし）の R1 を

比較した結果であり，カイ二乗検定および多重比較を行

い，60歳以上では，G4がG3より高いこと，子供なしで

は，G3, 4 が G2 よりも高いことを有意水準 5%で確認し

た．表 13 は，夜向けの情報での利用目的（業務（運搬

以外），日帰り旅行）の比較結果であり，業務（運搬以

外）では，G4はG3より高いこと，日帰り旅行では，G3
はG2より高いことを確認した． 
 

表5 各群の迂回意向 

 
 

表6 対象区間の利用意向者の予防焦点の回答者分布 

 
 

表7 対象区間の利用意向者の促進焦点の回答者分布 

 
 
 

 

表8 予防焦点 高群の迂回意向 

 

 
 

表9 促進焦点 高群の迂回意向 

 

 
 

表10 属性一覧 

 
 
 

表11 年代（60代以上）の迂回意向 

 
 

 

提示

情報
群

迂回

意向者数

対象区間の

利用意向者数
R1

カイ二乗

検定

朝向け G2 36 102 35%
G3 49 112 44%
G4 64 121 53%

夜向け G2 35 96 36%
G3 52 118 44%
G4 54 108 50%

n.s. is ⾮有意 * is p<0.05

*

n.s.
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提示

情報
群

迂回

意向者数

対象区間の

利用意向者数
R1

カイ二乗

検定

朝向け G2 3 11 27%
G3 9 18 50%
G4 9 16 56%

夜向け G2 7 14 50%
G3 12 20 60%
G4 8 14 57%

n.s. is ⾮有意 

n.s.

n.s.

提示

情報
群

迂回

意向者数

対象区間の

利用意向者数
R1

カイ二乗

検定

朝向け G2 4 10 40%
G3 7 17 41%
G4 10 15 67%

夜向け G2 5 9 56%
G3 3 13 23%
G4 5 12 42%

n.s. is ⾮有意 

n.s.

n.s.
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提示

情報
群

迂回

意向者

対象区間の

利用意向者数
R1

カイ二乗

検定

朝向け G2 3 13 23%
G3 4 25 16%
G4 13 27 48%

* is p<0.05

*
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表12 子供有無（子供なし）の迂回意向 

 
 

表13 利用目的（業務（運搬以外）， 

日帰り旅行）の迂回意向 

 

b) 事後アンケート 

 事後アンケートは，介入アンケートのアンケート対象

者 4,000名に対して実施し，2,600名が回答した．事後ア

ンケートの回答者のうち，一宮 IC から豊田 JCT 間利用

者は，朝向けの情報では 11 名，夜向けの情報では 8 名

であった．介入アンケートと同様にカイ二乗検定を実施

したところ，R2では有意差を確認できなかった． 

 
(2) 配信実験 

配信による迂回行動有無を検証するにあたり，配信実

験における分析対象者は，H2, 3, 4 のユーザの中で 86 名

であった．仮説の検証のため，介入アンケートと同様に

カイ二乗検定とライアン法による多重比較を実施した． 
脅威評価の向上による迂回促進（仮説 1），脅威評価

および対処評価の向上による迂回促進（仮説 2）の検証

のため，各群のR3を比較する．表 14は，分析対象者に

おいて，上りおよび下りの各群の R3 を比較した結果を

示す．共に有意差を確認できなかった．  
 

表14 各群の迂回実施率 

 

5. 考察 
 
本章では，本研究で設定した仮説および研究課題につ

いて考察する． 
 
(1) 仮説 1  脅威評価の向上による迂回促進 
仮説 1の検証にあたり，脅威評価を高める情報は迂回

意向および迂回行動を促進することを検証した．アンケ

ート実験では，迂回意向および迂回行動において，通常

の工事情報である提示情報パターン 1 を提示した G2 と，

脅威評価を高める情報である提示情報パターン 2を提示

した G3 で有意差を確認できなかった．配信実験におい

ても，提示情報パターン 1 を提示した H2 と提示情報パ

ターン 2 を提示した H3 で有意差を確認することができ

ず，仮説 1は支持されなかった．渋滞によりもたらされ

る脅威である時間がかかる（+20 分），イライラすると

いった内容は，犯罪や災害に比べて深刻さの認知が低く，

迂回行動を促進させるほど脅威評価を向上させることが

できなかった可能性がある． 
 
(2) 仮説2  脅威評価および対処評価の向上による迂回促 
  進 
仮説 2では，脅威評価および対処評価を高める情報は，

通常の情報よりも迂回意向および迂回行動を促進するこ

とを検証した．アンケート実験では，表 5の朝向けの情

報の迂回意向において，脅威評価および対処評価を高め

る情報である提示情報パターン3を提示したG4がG2よ
りも迂回意向が高いことを確認したが，夜向けの情報の

迂回意向，迂回行動では有意差が確認できなかった．ま

た，配信実験では，H2 と提示情報パターン 3 を提示し

た H4 で有意差を確認することができなかったことから，

仮説 2は朝向けの情報の迂回意向において支持された． 
提示情報パターン 3の朝向けの情報では，遅刻の訴求

による脅威評価の向上に加えて，迂回時の短縮時間の事

例の訴求による対処評価の向上によって迂回意向が高ま

ったものと考えられる．さらに，仮説 1の結果を踏まえ

ると，軽微な脅威の場合は，脅威評価の向上だけではな

く，対処評価の向上を加えないと迂回意向が高まらない

可能性がある． 
一方で，提示情報パターン 3の夜向けの情報では，迂

回意向において有意差を確認できなかった．運転しやす

い道路を提示することで反応コストの低下につながるこ

とを期待し，迂回経路が空いている写真を夜向けの情報

に追加したが，短縮時間の事例の訴求による反応効果性

の向上よりも対処評価を向上させる効果が小さく，迂回

意向の向上にはつながらなかったと考えられる． 
迂回行動においては，迂回意向で有意差を確認した朝

向けの情報においても有意差を確認できなかった．中村

提示

情報
群

迂回

意向者数

対象区間の

利用意向者数
R1

カイ二乗

検定

朝向け G2 11 40 28%
G3 15 26 58%
G4 22 37 59%

** is p<0.01

**

提示

情報
利用目的 群

迂回

意向者数

対象区間の

利用意向者数
R1

カイ二乗

検定

夜向け G2 9 21 43%
G3 5 23 22%
G4 15 24 63%
G2 9 29 31%
G3 23 37 62%
G4 18 34 53%

* is p<0.05

*

*

業務（運

搬以外）

日帰り

旅行

上り/
下り

群 迂回数
分析

対象者数
R3

カイ二乗

検定

上り H2 9 20 45%
H3 7 19 37%
H4 8 14 57%

下り H2 3 10 30%
H3 7 12 58%
H4 8 11 73%

n.s. is ⾮有意

n.s.

n.s.
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ら 23)によれば，日本人の海外旅行に関する意思決定にお

いて，行動意図が旅行実施を説明する説明率は 40%以下

でしかなく，迂回意向で有意差を確認した朝向けの情報

においても，迂回行動では有意差が確認できるほどの効

果がなかったと考えられる．ただし，表 14 では，上り

と下りどちらにおいても，H4がH2よりも迂回実施率が

高い傾向であり，より大きく脅威評価および対処評価を

向上できるコンテンツを用意することや検証人数を増や

すことができれば，迂回行動においても有意な結果を確

認できる可能性がある． 
 
(3) 仮説 3脅威評価の向上における予防焦点の影響 
仮説 3では，脅威評価を高める情報は，予防焦点の高

い人の迂回意向および迂回行動を促進することの検証を

した．その結果，予防焦点の高群において，迂回意向お

よび迂回行動でG2とG3, 4の有意差を確認できず，仮説

3 は支持されなかった．これは，本研究で設定した予防

焦点の高群（平均得点＋1SD 以上）が十分な人数を集め

ることができなかったことによるものである可能性があ

る．表 6では，G2, 3, 4それぞれにおいて，高群に該当す

るユーザは対象区間利用意向者の 1割程度しかいない．

また朝向けの情報と夜向けの情報どちらにおいても，脅

威評価を高めるコンテンツを提示したG3, 4がG2よりも

迂回意向が高い傾向である．今後，予防焦点が高い人の

人数を十分に確保できれば迂回意向および迂回行動にお

いて有意な差が確認できる可能性がある． 
 
(4) 仮説 4  対処評価の向上における促進焦点の影響 

仮説 4 では，脅威評価および対処評価を高める情報

は，促進焦点の高い人の迂回意向および迂回行動を促進

することを検証した．その結果，促進焦点の高群におい

て，迂回意向および迂回行動で有意差を確認できなかっ

たことから，仮説 4は支持されなかった．これは，仮説

3 と同様に十分な人数が集められなかったことによるも

のである可能性がある． 
 

(5) 研究課題  ユーザ属性による影響の違い 
研究課題では，脅威評価を高める情報または脅威評価

および対処評価を高める情報が複数の属性において迂回

意向および迂回行動を促進するかを検討した．表 10 に

おいて有意差が確認できた属性のうち，朝向けの情報に

おいて，未婚・既婚（未婚），自身の運転有無（自身の

運転あり），利用経験（利用経験あり）では，G4 の R1
がG2より高いことを有意水準5%で確認した．このこと

から，脅威評価および対処評価を高める情報は，複数の

属性において，通常の工事情報よりも迂回意向が高める

効果があることが確認された． 
年代（60 代以上）は G4 が G3 より迂回意向が高いこ

とを確認した．60 代以上では，対象区間を長年利用し

ていて対象区間での渋滞を何度も経験している人が多い

可能性があり，遅刻の訴求でも脆弱性が向上せず，迂回

意向が高まらなかった可能性がある． 
子供なしでは，G3, 4がG2よりも迂回意向が高いこと

を確認した．子供が同行していた人に対して子供の写真

を提示することで効果があった Xu ら 9) を踏まえると，

子供がいない人において，パターン 2, 3で追加したドラ

イバーのイラストと自身を強く関連づけられたことで，

迂回意向が高まったと考えられる． 
利用目的（業務利用（運搬以外））では，G4がG3よ

り迂回意向が高いことを確認した．業務利用は，対象区

間の渋滞による脅威を訴求したことで他の道路も同様に

渋滞していると考え，普段から使い慣れている道路を使

おうとする意識が働き，G3 の迂回意向が低くなったと

考えられる． 
また，利用目的（日帰り旅行）では，G3がG2より迂

回意向が高いことを確認した．日帰り旅行では旅行の疲

労が夜にたまっていることが想定され，疲れた中での渋

滞を想起させたことで脅威評価の向上し，迂回意向が高

まったと考えられる． 
 
 
6. まとめと今後の展望 
 
本研究では，迂回行動における意思決定メカニズムに

着目し，災害研究の領域における防災行動を対象に検討

された防護動機理論を交通領域における迂回行動に適用

することで，迂回意向および迂回行動が促進されるかを

アンケート実験および配信実験にて検証した． 
脅威評価の向上による迂回促進を検討した仮説 1では，

アンケート実験および配信実験において，迂回意向およ

び迂回行動の向上を確認できず，仮説は支持されなかっ

た．しかし，先行研究では，他領域において脅威評価の

向上によって対象行動が促進されることが確認されてお

り，追加検証が必要である． 
対処評価の向上による迂回促進を検討した仮説 2では，

アンケート実験において迂回意向の向上が確認され，迂

回意向についてのみ仮説 2が支持された．このことから，

今後，工事や交通集中によって渋滞が予想される際に，

脅威評価および対処評価を高める情報を提示することで，

自発的な迂回行動の促進が可能である．また，仮説 1の
結果を踏まえると，軽微な脅威の場合は脅威評価の向上

だけではなく，対処評価の向上を加えないと迂回意向が

高まらない可能性があり，渋滞の規模の違いによる効果

の違いを追加検証する必要がある． 
脅威評価の向上における予防焦点の影響を検討した仮

説 3と対処評価向上における促進焦点の影響を検討した
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仮説 4では，アンケート実験において，迂回意向の向上

および迂回行動の促進が確認できず，仮説は支持されな

かった．ただし，十分な検証人数が集められなかった可

能性があり，より人数を増やした追加検証が必要である． 
ユーザ属性による影響の違いを検討した研究課題では，

アンケート実験において，脅威評価および対処評価を高

める情報は，複数のユーザ属性において通常の工事情報

よりも迂回意向を高める効果があることが確認された．

ただし，有意差が確認できなかった属性や今回取得され

ていない属性について，追加検証が必要である． 
また，本研究で作成したコンテンツがどの程度脅威評

価または対処評価を高める効果があったか，迂回行動に

おいて防衛動機理論が適用されるのかどうかについて，

本研究では検証できていないため，今後の課題である． 
 
謝辞：本研究の実施にあたり，多大な助言を与えてくだ

さった（元）株式会社イデアラボ 大西まどか氏，株式

会社イデアラボ 浅野昭祐氏，児玉(渡邉)茉奈美氏，中
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THE EFFECT OF TRAFFIC INFORMATION BASED ON PROTECTIVE 
MOTIVATION THEORY ON DETUOR BEHAVIOR 

 
Yuichi KURIKI, Daisuke TAKAMATSU, Wenzhen XU, 

 Masato TAYA, Hironori KAMEOKA, Chihiro ONO 
 

A rising number of behavior change studies focusing on the intrinsic motivation approach have been 
conducted to reduce traffic congestions in recent years. However, two significant problems remain. First, 
the effects of the intervention were only confirmed for specific user attributes. Second, the users'decision-
making mechanism of behavior change has not been established.To address the problems, we designed the 
experiments based on protective motivation theory, which demonstrates a robust underlying mechanism of 
behavior changes. Specifically, we examined the effect of traffic information on promotions of detour in-
tention and behavior by both online-surveys and a set of digital field experiment. The result of the online 
surveys showed that information based on the protection motivation theory increase detour intention than 
typical traffic information (Morning traffic information, n＝335, night traffic information: n＝322) 
(p<0.05). The possibility of same tendency was also confirmed by the digital field experiment. We also 
examined the interventional effects by several user attributes.Similar tendency was confirmed. 
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